
（２）地球温暖化防止対策の推進
基準値 目標値

指標
地球温暖化防止の一環として、省エネルギー対策に取り組んでい
る市民の割合

29.1% 基準値より増

（３）環境意識の高揚
基準値 目標値

指標 清掃ボランティア参加数 10,724人 12,600人

令和４年度　行政評価調書

この施策の
目指すべき姿と
その展開方向

市民アンケート
指標

大気及び水質の環境基準値超過件数 0件

小施策
及び
指標

（１）市民生活における環境保全対策の徹底
基準値

　良好で快適な環境の保全を図り、将来の世代へ引き継いでいける環境にやさしい社会の実現を目指し
ます。
　このため、一人ひとりの環境保全の意識を高め、公害の未然防止に努めるとともに、地球温暖化対策
やエネルギーの有効利用の推進など環境負荷の低減を図りながら、豊かな自然と共生する環境づくりを
進めます。

所管部 生活環境部 関係部 建設部

（第７次総合計画　基本構想　P.44）

■施策の概要 （第７次総合計画　基本計画　P.138～139）

まちづくり
６つのテーマ

テーマ５　まちなみと自然が調和し、環境にやさしいまち（環境・景観）

施策名 ５－１　環境保全

0件指標

目標値

27.7%

目標値

■施策の内容（小施策） （第７次総合計画　基本計画　P.138～139）

基準値

基準値より増
良好で快適な環境の保全が図られていると感じている市民の割合

樹木15か所 樹木15か所
環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木・保存樹
木・保全樹林の数

目標値

指標

（４）人と自然の共生
基準値

保護地区7か所 保護地区7か所

（北海道指定7）

（北海道指定2）

（小樽市指定13）

（北海道指定7）

（北海道指定2）

（小樽市指定13）



⑴

⑵

⑶

（指標推移） （改善内容等）

Ａ：各指標の推移は順調 １：主な予算事業等をこのまま継続して推進する

Ｂ：各指標の推移は概ね順調 ２：主な予算事業等を改善しながら推進する

Ｃ：各指標の推移はあまり順調でない ３：主な予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

Ｄ：各指標の推移は順調でない

（指標推移） （改善内容等）

Ａ：各指標の推移は順調 １：主な予算事業等をこのまま継続して推進する

Ｂ：各指標の推移は概ね順調 ２：主な予算事業等を改善しながら推進する

Ｃ：各指標の推移はあまり順調でない ３：主な予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

Ｄ：各指標の推移は順調でない

非対象 ）

点検結果

■有識者会議による点検 （ □ 対象 ☑

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）させた場合の値を標準値とし、当該年度
の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

各小施策の
指標の推移

7,048人 △ 12,600人

地球温暖化防止の一環として、省エネルギー対策に取り組んでいる市民の割合 29.1% 29.2% ◎ 基準値より増

樹木15

推移 目標値

大気及び水質の環境基準値超過件数 0件 0件

目標値

27.7% 27.2% 基準値より増

令和４年度　行政評価調書

■施策の評価（一次評価）

まちづくり
６つのテーマ

テーマ５　まちなみと自然が調和し、環境にやさしいまち（環境・景観）

関係部 建設部

施策名 ５－１　環境保全

所管部 生活環境部

市民アンケート
指標

良好で快適な環境の保全が図られていると感じてい
る市民の割合

基準値 令和３年度 令和５年度

市民アンケート
指標の推移 △

◎：指標の推移は順調

△：指標の推移は順調でない

－：判定不能（実績値なし）

◎ 0件

保護地区7

上記特記事項

○各指標の推移等は、一次評価のとおりと考える。

○引き続き、省エネの取組による環境負荷軽減と経済的な節約効果を周知し、温室効果ガス排出量削
減のための環境配慮行動の啓発に努めること。

〇現在策定を進めている温暖化対策推進実行計画（区域施策編）を広く周知し、脱炭素社会の実現に
向けた市域全体の機運醸成に努めること。

■施策の評価（二次評価）

【二次評価】
達成度の向上
等へ向けた今後
の方向性

Ｂ－１

総評及び今後
の具体的方針
ほか特記事項

・小施策の⑴及び⑷については関連事業の実施により指標を維持することができたと判断するため、今
後においてもこれまでの事業を継続する必要があるものと考える。
・小施策⑵については、引き続き市民及び事業者に意識啓発を継続していきたいと考える。
・小施策⑶については、ボランティア清掃参加者数の減少は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めの外出自粛要請が主要因と判断されることから、今後、市内の感染者数の動向や、ワクチン接種の実
施状況などの推移を注視しつつ、現対応を継続する。
・市民アンケートの指標については若干減少しているが、コロナの影響を除けば、各小施策の指標に関
してはそれぞれ順調に推移している。令和４年度においては、現状取組の継続に加えて脱炭素に向け
た事業を実施し、市民や民間事業者等を含めた市域全体で脱炭素に対する機運醸成を図りたい。

【一次評価】
達成度の向上
等へ向けた今後
の方向性

Ｂ－１

⑷
環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木・保存樹木・
保全樹林の数

◎
保護地区7 7か所

樹木15 15か所

指　　標 基準値

清掃ボランティア参加数 10,724人

実績値



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・大気汚染状況の常時監視及び有害大気汚染物質の測定については、本市が大気汚染防止法の政令市であるこ
とから、今後も継続していく必要がある。
・自動車騒音の監視については、道から市に権限移譲された業務のため、今後も騒音の状況を把握し評価・公表を
継続しなければならない。
・河川及び運河の水質調査については、観光都市小樽として良好な環境を維持するため、今後も自主的に継続し
ていくことが必要である。
・工場・事業場等への指導については、引き続き徹底していくとともに、建設・解体工事等が予定されている際には
事前指導するなど、公害の未然防止に努めてまいりたい。

大気及び水質の環境基準値超過件数 平成30年

4

大気汚染調査費（00545）

49

感覚公害の一つで日常生活に密着した問題である悪臭の苦情に対応するため、悪臭防止法に基づき悪臭
発生施設への立入調査や苦情に伴う調査を実施している。

④

⑤

年度ごとの実績値

④

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

悪臭発生施設に対する立入調査及び指導の実態調査を５回実施した。

指標推移
の要因等

・上記各事業の実施、及び、工場・事業場等への指導の徹底により、指標の現状維持が達成されたものと考える。

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額

⑤

担当

目的と概要

事業等実施状況

⑤

④

生活環境部環境課

勝納測定局において、有害大気汚染物質（ベンゼン）について4月から3月までの毎月1回の頻度で、24時間
サンプリングを実施した。

悪臭調査費（00547）

6

千円

5

3,505

大気汚染監視測定機器整備事業費（00554）　 4,070 千円

測定機の測定精度を維持して欠測を最小限に抑えるため保守点検・オーバーホールを行っているが、耐用
年数を大幅に超えているため、耐用年数を過ぎた機器から順に計画的に更新している。

市内4測定局において計13台の測定機を設置しており、耐用年数を過ぎた機器から計画的に毎年１台更新
しているが、令和3年度は駅前測定局における大気中一酸化炭素測定装置を更新した。

自動車騒音常時監視等事業費（02235）

（１）市民生活における環境保全対策の徹底 （第７次総合計画　基本計画　P.138）

大気汚染防止法の政令市である本市では、生活環境の保全の目的で大気状況の常時監視を行う必要があ
り、測定精度確保の観点から定期的に測定機器の点検整備を行っている。

PM2.5、窒素酸化物、硫黄酸化物などの項目について大気の汚染状況の常時監視業務を実施し、法や条
例に基づくボイラー等のばい煙発生施設への立入調査を年間80～100件程度実施している。

④

指標推移 ◎

⑤

④

河川については汚濁の高い箇所もあるため、また、運河については環境基準を満足しているものの観光都市であること
から監視が必要であり、水質調査を実施している。さらに苦情発生時にも調査を実施している。

主な取組
〇市民の健康を守るための大気汚染・水質汚濁などの環境調査の継続（生活環境部環境課）
〇公害を未然に防止するための工場・事業場に対する監視・指導及び開発行為等に対する事前協議の
徹底（生活環境部環境課）

1

2

3

生活環境部環境課

水質汚濁調査費（00548） 36 千円 生活環境部環境課

調査実施回数　主要20河川　年3回　運河4か所　月1回　　苦情受理時　４回

5 千円 生活環境部環境課

528 千円 生活環境部環境課

大気汚染防止法の政令市である本市では、有害大気汚染物質の汚染状況を把握する義務が課せられてい
るため、市内1か所で大気汚染調査を行っている。

千円

④

⑤

⑤

生活環境部環境課

有害大気汚染物質対策事業費（00550）　

道から市に権限移譲された業務として、対象区間の自動車騒音を測定し対象区間の道路から５０メートルの範囲にある
住居等への暴露状況を把握し、評価・公表を行っている。

市内の対象路線を４５区間に分け、平成24年度から令和3年度の10年間で、すべての区間について、道路交
通騒音の実測を行うもの。令和３年度は６区間の実測を行った。

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

指標

基準値 目標値

0件 0件

令和５年度

0件
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

0件 0件

指標名 指標の基準年



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続することに加え、令和４年度は新たに、市有施設の具体的なＣＯ２削減効果や投資額・経
費削減効果を可視化するＣＯ２削減・省エネ最適化診断事業を実施するほか、地域再エネ導入戦略の策定を通じ
て、再エネ導入の検討や脱炭素シナリオの作成と実現に向けた政策・指標の検討、重要施策の構想を策定し、市域
全体の脱炭素に向けた機運醸成を図る。

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・地球温暖化防止の一環として省エネルギー対策に取り組んでいる市民の割合が増えることに寄与するよう、引き続
き市民及び事業者に対する意識啓発を継続していきたい。
・今後においても、「環境にやさしいエコ・アクション・プログラム」及び「おたるエコガイド」に最新の情報を記載し、地
道に配布することが必要であると考える。
・地域再エネ導入戦略を反映させた温暖化対策推進実行計画（区域施策編）を広く周知し、市域全体の機運醸成
を図ることが必要と考える。

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

年度ごとの実績値

指標推移
の要因等

・子どもから大人までの幅広い市民に対し、家庭、学校及び職場など、日々の生活の中で温室効果ガス排出を削減
する環境配慮行動についての啓発に努めたため、地球温暖化防止の一環として省エネルギー対策に取り組んでい
る市民の割合が若干ながら増えたものと考えている。
・一般家庭向けのパンフレット「環境にやさしいエコ・アクション・プログラム」及び事業者向けの「おたるエコガイド」に
ついては、常に最新の情報を記載することに努めたことから、一定の効果があったものと考えられる。

5

⑤

4

再生可能エネルギーの活用に向けた情報収集や研究 予算なし 千円 生活環境部環境課

④
環境に対する負荷を低減する目的で再生可能エネルギーの活用に向けた情報収集や研究などを推し進め
る。

④

3

住宅エコリフォーム助成の利用促進 - 千円 建設部建築住宅課

④
市内における環境負荷の低減、空き家の有効活用及び快適な住環境の創出の促進を図ることを目的とし、
断熱改修工事等にかかる費用の一部を助成する。

⑤ 助成件数　平成29年度　9件　平成30年度　7件　令和元年度　14件　令和２年度　5件　令和３年度　１２件

⑤ ＷＥＢ会議等への積極的な参加及び業界誌などからの情報収集を実践している。

千円

地球温暖化は、気候に重大な影響を与え、様々な災害の発生が予想される人類共通の重要な問題である。
その原因は、二酸化炭素など温室効果ガスによる可能性が非常に高いとされているため、対策を行う。

⑤
温室効果ガスを削減するための取組をまとめた一般家庭向けのパンフレット「環境にやさしいエコ・アクショ
ン・プログラム」、事業者向けの「おたるエコガイド」を配布し、低炭素社会の形成に努めた。

2

環境パネル展の開催 予算なし 千円 生活環境部環境課

④
市庁舎を訪れた市民に対し、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減する目的で、節電などの
行動を啓発する内容のパネルにより、環境配慮行動を促す。

⑤
毎年１回、本館と別館の渡り廊下において、環境パネル展を実施している。（令和３年度はコロナのため中
止）

指標推移 ◎

主な取組

★地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するための市民に対する節電等の環境配慮行
動の啓発（生活環境部環境課）
〇「環境にやさしいエコ・アクション・プログラム」（市民向け）、「おたるエコガイド」（事業者向け）の配布に
よる地球温暖化防止に向けた啓発（生活環境部環境課）
〇環境に対する負荷を低減するための住宅エコリフォーム助成制度の利用促進（建建築住宅課）
〇環境に対する負荷を低減するための再生可能エネルギーの活用に向けた情報収集や研究（生活環
境部環境課）

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

1

環境問題対策経費（01856） 69 千円 生活環境部環境課

④

令和５年度

29.1% 29.2%

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

（２）地球温暖化防止対策の推進 （第７次総合計画　基本計画　P.138～139）

指標

指標名 指標の基準年 基準値 目標値

地球温暖化防止の一環として、省エネル
ギー対策に取り組んでいる市民の割合

令和元年 29.1% 基準値より増

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・ボランティア清掃参加者数の減少については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための外出自粛要請が主要
因と判断されることから、今後、市内の感染者数の動向や、ワクチン接種の実施状況などの推移を注視しつつ、現対
応を継続する。

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

年度ごとの実績値

指標推移
の要因等

・平成30年度と比較して、令和２年度の参加者数は、40％以上減少、令和３年度は、３４％以上減少したが、ボラン
ティア袋配布枚数は、ほぼ同数であった。これは、新型コロナウイルス感染リスク回避のため、例年大人数で清掃ボ
ランティア活動を行っている企業、町会、学校等各種団体が大きく減少した一方で、いわゆるステイホーム期間が生
じたことにより、自宅周辺の道路などを個人で清掃する人数が増えたものと思われる。

5

  千円  

④  

⑤  

4

 

⑤  

3

環境教育・学習の推進 予算なし 千円 生活環境部環境課

④ 地球温暖化の原因である二酸化炭素などの温室効果ガスを削減するために啓発を行う。

⑤

温室効果ガスを削減するための取組をまとめた一般家庭向けのパンフレット「環境にやさしいエコ・アクショ
ン・プログラム」、事業者向けの「おたるエコガイド」を配布した。
（配布対象：一般市民及び市内事業者）
（合計配布数：令和元年度　４５９部　令和２年度　４４４部　令和３年度　４５４部）

 千円  

④  

千円 生活環境部ごみ減量推進課 

④

路上喫煙やごみのポイ捨て対策として、平成15年12月に道が「北海道空き缶等の散乱の防止に関する条
例」を施行しており、本市にもその規定が適用されている。観光客の多い本市では条例による取締りではな
く、啓発活動を行うことが重要との考えから、平成18年6月に市民ボランティア「街をきれいにし隊」を結成し、
これまで道と連携しながら、街頭啓発や清掃活動を各種団体や学校、企業と協働で実施している。

2

ボランティア清掃用ごみ袋等の配布 - 千円 生活環境部清掃事業所

④
市民が気軽に自宅周辺などのごみを拾うボランティア清掃を行えるよう、ボランティア清掃用のごみ袋を作
成・購入し、希望する市民や町会.に配布している。集めたごみは不燃ごみの日に、不燃ごみと合わせて回収
するほか、大量の場合は市職員が塵芥車で回収している。（管理経費の一部として実施）

⑤
袋配布枚数（個人用・団体用合計）　令和元年度　13,210枚（個人7,877枚　団体5,333枚）　令和2年度
12,450枚(個人10,275枚　団体2,175枚）　令和３年度12,249枚（個人9,549枚　団体2,700枚）

指標推移 △

10,471人

⑤
参加者数　令和元年度　570人　令和２年度　0人（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止）　令和３
年度　0人（新型コロナウイルス感染症拡大防止等のため中止）

主な取組
〇市民との協働による地域における環境保全のボランティア活動の推進（生活環境部ごみ減量推進課）
〇様々な機会を活用した環境情報の提供や環境教育・学習の推進（生活環境部環境課）

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

1

環境美化啓発事業費(02399) 13

令和５年度

5,573人 7,048人

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

（３）環境意識の高揚 （第７次総合計画　基本計画　P.139）

指標

指標名 指標の基準年 基準値 目標値

清掃ボランティア参加数 平成30年 10,724人 12,600人

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・今後においても、北海道との連携により可能な限り環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木につい
て保全活動を行っていきたい。

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

千円

④

⑤

3

保存樹木等の指定及び保全助成金 - 千円 建設部新幹線・まちづくり推進室

④
地域の美観風致を維持し、都市景観の形成を図ることを目的に、保存の必要がある樹木や樹林を指定し、現状変更行
為を制限している。指定後１０年以内については、保存樹木等の保全のための行為に対して助成を行い、所有者への経
済的支援を行っている。

⑤ 指定済みの保存樹木等　保存樹木　７箇所　　保全樹林　６箇所

北海道自然環境等保全条例に基づく事務の執行 予算なし 千円

すぐれた自然の風景地を保護するとともに自然とふれあう環境づくりに努め利用の促進を図る目的で自然公
園を保全するもの。

2

生活環境部環境課

④
北海道が環境緑地保護地区等の区域内における無秩序な開発抑制を目的に設けている北海道自然環境
等保全条例及び同条例施行規則に基づき、事務委任を受けている市が届出事務を執行するもの。

⑤
環境緑地保護地区等の区域内における工作物の新築等の行為の届出、記念保護樹木の現状を変更する
行為の届出などを受理。令和３年度は０件。

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続

指標推移
の要因等

・北海道が指定している環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木について、北海道との連携により保
全活動を実施したことにより、目標の達成につながったものと考えている。

5

千円

④

⑤

(北海道指定7) (北海道指定7)

指標推移 ◎

(小樽市指定13)

⑤
ニセコ積丹小樽海岸国定公園の自然探勝路において清掃作業の協力を行い、また、北海道が指定している
環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木について北海道との連携により保全活動を実施し
た。

主な取組
〇北海道指定の環境緑地保護地区・自然景観保護地区・記念保護樹木について北海道との連携によ
る保全（生活環境部環境課）【共3-1農林業】
〇小樽市指定の保存樹木・保全樹林についての保全（建設部新幹線・まちづくり推進室）

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

1

自然公園保全関係経費（544） 28 千円 生活環境部環境課

④

4

(北海道指定2) (北海道指定2)

基準値

①保護地区7か所

（小樽市指定13）

指標名

環境緑地保護地区・自然景観保護地区・
記念保護樹木・保存樹木・保全樹林の数

（北海道指定7）

②樹木15か所　　
（北海道指定2）

年度ごとの実績値

（小樽市指定13）

(小樽市指定13) (小樽市指定13)

①7か所 7か所 7か所
(北海道指定7)

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

（４）人と自然の共生 （第７次総合計画　基本計画　P.139）

指標

目標値指標の基準年

平成30年

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

7か所
（北海道指定7）

15か所
（北海道指定2）

②15か所 15か所 15か所
(北海道指定2)


